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議第７９号 

 

中津川市印鑑条例の一部改正について 

中津川市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 

 

提 案 説 明 

コンビニ交付サービスの開始に伴う多機能端末機での印鑑登録証明書の交付及び出入国

管理及び難民認定法等の一部改正に伴い、この条例を定めようとする。 

 

-4-



中津川市印鑑条例の一部を改正する条例 

 

中津川市印鑑条例（昭和５１年中津川市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

第７条の２中「以下同じ。）」の次に「、特定在留カード（出入国管理及び難民認定法

（昭和２６年政令第３１９号）第１９条の１５の２第１項に規定する特定在留カードをい

う。以下同じ。）又は特定特別永住者証明書（日本国との平和条約に基づき日本の国籍を

離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第７１号）第１６条の２第１項

に規定する特定特別永住者証明書をいう。以下同じ。）（以下「個人番号カード等」とい

う。）」を、「当該個人番号カード」の次に「等」を加える。 

第１０条第１項及び第２項中「カード」の次に「等」を加え、同条の次に次の１条を加

える。 

（多機能端末機による印鑑登録証明書の交付申請） 

第１０条の２ 前条の規定にかかわらず、印鑑の登録を受けている者であり、かつ個人番

号カード等（これらのうち、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業

務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第７項（同法第２２条の３第２

項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定により同法第２２条第１項に規定

する個人番号カード用利用者証明用電子証明書が記録されているものに限る。以下この

条において同じ。）又は電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２条の２第４

項第３号ロに規定する移動端末設備（電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構

の認証業務に関する法律第３５条の２第７項の規定により同条第１項に規定する移動端

末設備用利用者証明用電子証明書が記録されているものに限る。以下この条において同

じ。以下この条において「移動端末設備」という。）を保有する者は、多機能端末機

（本市の使用に係る電子計算機と電気通信回線を通じて接続された民間事業者が設置す

る通信端末機器であって、個人番号カード等又は移動端末設備を使用して証明書等を自

動的に交付する機能を有するものをいう。）に暗証番号（個人番号カード等については

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律施行規則（平

成１５年総務省令第１２０号）第４２条第２項の規定により設定された暗証番号をいい、

移動端末設備については同規則第５９条の３第２項の規定により設定された暗証番号を

いう。）を入力することにより、印鑑登録証明書の交付を申請し、その交付を受けるこ

とができる。 
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附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１０条の次に１条を加える改正規定は、

規則で定める日から施行する。 
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議第８０号 

 

中津川市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正について 

中津川市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 

 

提 案 説 明 

 地方自治法施行規則の一部改正に伴い、この条例を定めようとする。 
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中津川市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

 

中津川市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例（平成４年中津川市条例第１

９号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「第２１条第２項」を「第１８条の３第１項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 
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議第８１号 

 

中津川市税条例の一部改正について 

中津川市税条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志  

 

提 案 説 明 

地方税法等の一部改正に伴い、この条例を定めようとする。 
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中津川市税条例の一部を改正する条例 

 

中津川市税条例（昭和２６年中津川市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第３４条の７第２項中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」

に改める。 

第３６条の２第１項ただし書中「及び第３６条の３の３第１項」を「並びに第３６条の

３の３第１項及び第２項第４号」に改める。 

第３６条の３の２第１項第２号中「除き、」を「除く。次条第１項第２号において同じ。）

（」に改め、「。次条第１項において同じ」を削り、同条第５項中「次条第４項」を「次条

第５項」に改める。 

第３６条の３の３第１項を次のように改める。 

次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）は、公的年金等支

払者（所得税法第２０３条の６第１項に規定する申告書の提出の際に経由すべき同項に

規定する公的年金等（以下この項において「公的年金等」という。）の支払者をいう。以

下この条において同じ。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施

行規則で定めるところにより、次項各号に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年

金等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

（１） 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提出しな

ければならない者 

（２） 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受け

るものを除く。）の支払を受ける第２３条第１項第１号に掲げる者であって、特定配偶

者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下であるものに限る。）の自己

と生計を一にする配偶者（合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。

次号及び次項第３号において同じ。）（退職手当等（第５３条の２に規定する退職手当

等に限る。以下この号において同じ。）に係る所得を有する者に限る。）又は扶養親族

（年齢１６歳未満の者又は控除対象扶養親族であって退職手当等に係る所得を有す

る者に限る。）若しくは特定親族（退職手当等に係る所得を有する者であって、合計所

得金額が８５万円以下であるものに限る。）を有する者 

（３） 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受け

るものに限る。）の支払を受ける第２３条第１項第１号に掲げる者（当該年中に支払を

-10-



  

受けるべき当該公的年金等の額がその年最初に当該公的年金等の支払を受けるべき

日の前日の現況において令第４８条の９の７の３に定める金額に満たない者を除く。）

であって、障害者、寡婦若しくはひとり親に該当する者又は特定配偶者若しくは扶養

親族（年齢１６歳未満の者又は控除対象扶養親族に限る。）若しくは特定親族（合計所

得金額が８５万円以下であるものに限る。）を有する者 

第３６条の３の３第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項とし、同

条第４項中「第４８条の９の７の３」を「第４８条の９の８」に改め、同項を同条第５項

とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項」に、「法第３１７

条の３の３第１項の規定による申告書に」を「同条第１項の規定による申告書に」に、「法

第３１７条の３の３第１項の規定による申告書を提出する」を「同条第１項の規定による

申告書を提出する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。 

（１） 公的年金等支払者の名称 

（２） 公的年金等受給者が、法第３１４条の２第１項第６号に規定する特別障害者又

はその他の障害者に該当する場合にはその旨及びその該当する事実並びに寡婦又は

ひとり親に該当する場合にはその旨 

（３） 特定配偶者の氏名 

（４） 扶養親族又は特定親族の氏名 

（５） その他施行規則で定める事項 

第６３条中「が土地」の次に「又は家屋」を加え、「、家屋にあっては２０万円」を削り、

「１５０万円」を「１８０万円」に改める。 

附則第６条中「から令和９年度まで」を「以後」に改める。 

附則第７条の３第１項中「令和２０年度」を「令和２５年度」に、「令和７年」を「令和

１２年」に改める。 

附則第７条の４中「又は附則第２０条第１項」を「、附則第１９条の３第１項又は附則

第２０条第１項」に、「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に

改める。 

附則第９条の２中「附則第７条の２第４項」の次に「（法附則第７条の３第３項又は第４

項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。 

附則第１７条の２第２項中「附則第３４条の２第５項」を「附則第３４条の２第６項」
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に、「附則第３４条の２第１０項」を「附則第３４条の２第１２項」に改め、同条に次の１

項を加える。 

４ 第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所得割の納税義務者

が、租税特別措置法第３１条の２第２項第１３号から第１５号までに掲げる土地等の譲

渡に該当するものをしたときにおけるその譲渡をした土地等がその譲渡をした時におい

て地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり防止区域、急

傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第１項

の急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す

る法律（平成１２年法律第５７号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域又は特定都市

河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第５６条第１項の浸水被害防止区域内

にあるときは、当該土地等の譲渡は、第１項又は第２項に規定する優良住宅地等のため

の譲渡又は確定優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないものとみなす。 

附則第１９条の２の次に次の１条を加える。 

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１９条の３ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第３８条の２第

１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合には、当該事業所得、譲渡

所得及び雑所得については、第３３条第１項及び第２項並びに第３４条の３の規定にか

かわらず、他の所得と区分し、前年中の当該事業所得の金額、譲渡所得の金額及び雑所

得の金額として令附則第１８条の６の４で定めるところにより計算した金額（以下この

項において「特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、特定暗号資産に

係る課税譲渡所得等の金額（特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額（次項第１号の規定

により読み替えて適用される第３４条の２の規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）をいう。）の１００分の３に相当する金額に相当する市民税の所得割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

（１） 第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、「総

所得金額、附則第１９条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」

とする。 

（２） 第３４条の６から第３４条の８まで、第３４条の９第１項、附則第７条第１項

及び附則第７条の３第１項の規定の適用については、第３４条の６中「所得割の額」

とあるのは「所得割の額及び附則第１９条の３第１項の規定による市民税の所得割の
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額」と、第３４条の７第１項前段、第３４条の８、第３４条の９第１項、附則第７条

第１項及び附則第７条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附

則第１９条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３４条の７第１項後

段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１９条の３第１項の規定によ

る市民税の所得割の額の合計額」とする。 

（３） 第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は附則第１９条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲

渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山林所得金額若しくは

附則第１９条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」とする。 

（４） 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とあるの

は「山林所得金額並びに附則第１９条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡

所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第１９条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和９年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

（１） 第６３条の改正規定及び附則第３条の規定 令和９年４月１日 

（２） 第３４条の７第２項の改正規定並びに附則第７条の４の改正規定（「附則第５条

の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改める部分に限る。）、附則第

９条の２の改正規定及び附則第１７条の２の改正規定並びに次条第４項の規定 令

和１０年１月１日 

（３） 附則第７条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第１９条

の２の次に１条を加える改正規定並びに次条第３項及び第５項の規定 金融商品取

引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８年法律第６４号）の施

行の日の属する年の翌々年の１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の中津川市税条例（以下「新条例」という。）第３６条の３

の３第１項及び第２項の規定は、この条例の施行の日以後に支払を受けるべき公的年金

等について提出する同条第１項の規定による申告書について適用し、同日前に支払を受
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けるべき公的年金等について提出したこの条例による改正前の中津川市税条例第３６条

の３の３第１項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第７条の３第１項及び第２項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令

和８年１月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第１２号。以下

この項において「所得税法等改正法」という。）第７条の規定による改正後の租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第１６項

の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第１６項に規定する特

例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第１７項の規定により同条第１項に規定

する既存住宅とみなされる同条第１７項に規定する特例既存住宅及び同条第３５項の規

定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐震改

修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（同条第１７項の規定により同条第１項に

規定する増改築等をした家屋とみなされる同条第１７項に規定する特例増改築等をした

家屋を含み、当該増改築等又は当該特例増改築等に係る部分に限る。）又は同条第６項に

規定する認定住宅等（同条第１８項の規定により同条第６項に規定する認定住宅等とみ

なされる同条第１８項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるとこ

ろによりその者の居住の用に供する場合について適用し、市民税の所得割の納税義務者

が同日前に所得税法等改正法第７条の規定による改正前の租税特別措置法第４１条第１

項に規定する居住用家屋（同条第２０項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋

とみなされる同条第２０項に規定する特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条

第３５項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定

する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に

限る。）又は同条第１０項に規定する認定住宅等（同条第２１項の規定により同条第１０

項に規定する認定住宅等とみなされる同条第２１項に規定する特例認定住宅等を含む。）

を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合については、なお従

前の例による。 

３ 前条第３号に掲げる規定による改正後の中津川市税条例附則第７条の４の規定は、同

号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び第５項において「３号施行日」という。）の

属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、３号施行日の属する

年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

４ 新条例附則第１７条の２第４項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が前条第２号

-14-



  

に掲げる規定の施行の日以後に行う新条例附則第１７条の２第１項の土地等の譲渡につ

いて適用する。 

５ 新条例附則第１９条の３の規定は、３号施行日の属する年度の翌年度以後の年度分の

個人の市民税について適用する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例第６３条の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、

令和８年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 
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議第８２号 

 

中津川市手数料条例の一部改正について 

中津川市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 

 

提 案 説 明 

多機能端末機による証明書の交付手数料に係る規定を定めるため、この条例を定めよう

とする。 
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中津川市手数料条例の一部を改正する条例 

 

中津川市手数料条例（平成１２年中津川市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第６号中「次項」を「次条第１項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 前項の規定は、多機能端末機（当市の電子計算組織と電気通信回線により接続された

民間事業者等が設置する端末機で、利用者が自ら必要な操作を行うことにより証明書等

を発行する機能を有するものをいう。以下同じ。）による申請については、適用しない。 

附則に次の１項を加える。 

５ 別表で定める事務に係る手数料のうち、多機能端末機を利用して交付する証明書に係

る手数料の金額は、当分の間、同表で定める当該事務に係る手数料の金額から１００円

を減じて得た金額とする。 

附 則 

この条例は、規則で定める日から施行する。 
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議第８３号 

 

中津川市病院事業及び国民健康保険診療所等使用料及び手数料徴収条例の一部改正

について 

中津川市病院事業及び国民健康保険診療所等使用料及び手数料徴収条例の一部を改正す

る条例を次のように制定するものとする。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志  

 

提 案 説 明 

持続可能な地域医療の提供のための手数料見直しに伴い、この条例を定めようとする。 
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中津川市病院事業及び国民健康保険診療所等使用料及び手数料徴収条例の一部を改

正する条例 

 

中津川市病院事業及び国民健康保険診療所等使用料及び手数料徴収条例（昭和５８年中

津川市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

別表１普通診断書及び各種証明書の項中「１,０４８円」を「２,７５０円」に、同表２

出生証明書及び死亡（死産）診断書の項中「２，０９５円」を「４，４００円」に、同表

３出産手当証明書及び分娩費証明書の項中「１，０４８円」を「２，７５０円」に、同表

４死体検案書の項中「３，１４３円」を「５，５００円」に改める。 

附 則 

この条例は、令和９年１月１日から施行する。 
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議第８４号 

 

中津川市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部改正について 

中津川市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

るものとする。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 

 

提 案 説 明 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改正に伴い、この条例を定めようとする。 
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中津川市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例 

 

中津川市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（昭和５３年中津川市条例第８号）の一部

を次のように改正する。 

第３条中「法第６条の２第４項」を「法第６条の２第６項」に改める。 

附 則 

この条例は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の一部を改正する法律（令和８年法

律第４３号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

-21-



議第８５号 

 

中津川市特定公共賃貸住宅及び地域優良賃貸住宅管理条例及び中津川市若者定住促 

進住宅管理条例の一部改正について 

中津川市特定公共賃貸住宅及び地域優良賃貸住宅管理条例及び中津川市若者定住促進住

宅管理条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 

 

提 案 説 明 

地域優良賃貸住宅及び若者定住促進住宅の入居期間の見直しにより、入居率向上を図る

ため、この条例を定めようとする。 
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中津川市特定公共賃貸住宅及び地域優良賃貸住宅管理条例及び中津川市若者定住促 

進住宅管理条例の一部を改正する条例 

 

（中津川市特定公共賃貸住宅及び地域優良賃貸住宅管理条例の一部改正） 

第１条 中津川市特定公共賃貸住宅及び地域優良賃貸住宅管理条例（平成１７年中津川市

条例第５０号）の一部を次のように改正する。 

第３条第３項ただし書を削り、同項の表中「５年間」を「７年間」に改める。 

第６条第１項第３号ウ中「５年」を「７年」に改める。 

（中津川市若者定住促進住宅管理条例の一部改正） 

第２条 中津川市若者定住促進住宅管理条例（平成１７年中津川市条例第５２号）の一部

を次のように改正する。 

第６条第１項第４号中「５年」を「７年」に改める。 

別表第３中「５年」を「７年」に改め、同表備考を削る。 

附 則 

この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 
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議第８６号 

 

中津川市固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により、次の者を中津

川市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、議会の同意を求める。 

 

  令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 

 

 

住    所 氏  名 

中津川市中津川 鈴木 富之 
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議第８７号 

 

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 

人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、次の者を人

権擁護委員候補者に推薦したいので、議会の意見を求める。 

 

  令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 

 

 

住    所   氏  名 

中津川市駒場 吉村 重良 
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議第８８号 

 

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 

人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、次の者を人

権擁護委員候補者に推薦したいので、議会の意見を求める。 

 

  令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 

 

 

住    所   氏  名 

中津川市茄子川 原 由美子 
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議第８９号 

 

事務の委託に関する規約の廃止に関する協議について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第３項において準用する同法

第２５２条の２の２第３項の規定により、別紙のとおり規約を定め、多治見市に委託して

いた証明書の交付等に係る事務を廃止することについて、議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志  
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多治見市と中津川市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約を廃止す

る規約 

多治見市と中津川市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約（平成２６年

中津川市告示第１１号）は、廃止する。 

附 則 

この規約は、令和９年４月１日から施行する。 
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議第９０号 

 

事務の委託に関する規約の廃止に関する協議について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第３項において準用する同法

第２５２条の２の２第３項の規定により、別紙のとおり規約を定め、瑞浪市に委託してい

た証明書の交付等に係る事務を廃止することについて、議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志  
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中津川市と瑞浪市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約を廃止する

規約 

中津川市と瑞浪市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約（平成２６年中

津川市告示第１２号）は、廃止する。 

附 則 

この規約は、令和９年４月１日から施行する。 
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議第９１号 

 

事務の委託に関する規約の廃止に関する協議について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第３項において準用する同法

第２５２条の２の２第３項の規定により、別紙のとおり規約を定め、恵那市に委託してい

た証明書の交付等に係る事務を廃止することについて、議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志  
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中津川市と恵那市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約を廃止する

規約 

中津川市と恵那市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約（平成２６年中

津川市告示第１３号）は、廃止する。 

附 則 

この規約は、令和９年４月１日から施行する。 
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議第９２号 

 

事務の委託に関する規約の廃止に関する協議について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第３項において準用する同法

第２５２条の２の２第３項の規定により、別紙のとおり規約を定め、土岐市に委託してい

た証明書の交付等に係る事務を廃止することについて、議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志  
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中津川市と土岐市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約を廃止する

規約 

中津川市と土岐市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約（平成２６年中

津川市告示第１４号）は、廃止する。 

附 則 

この規約は、令和９年４月１日から施行する。 
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議第９３号 

 

中津川市の特定の事務を取り扱う郵便局の指定の変更について 

地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（平成１３年法律第１

２０号）第３条第５項において準用する同条第３項の規定により、次のとおり中津川市の

特定の事務を取り扱う郵便局の指定における取扱事務の一部を変更したいので、議会の議

決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 

 

 

中津川市の特定の事務を取り扱う郵便局の指定について（令和６年議第２７号議決）の

一部を令和８年１０月１日から次のように変更する。 

変 更 後 変 更 前 

２ 指定する郵便局で取り扱う事務 

（１）・（２） （略） 

（３） 個人番号カードの交付の申請の受

付及び当該申請に係る個人番号カードの

引渡し、カード記録事項に変更があった

ときの届出の受付、当該届出に係る個人

番号カードの受付及びカード記録事項の

変更その他当該個人番号カードの適切な

利用を確保するために必要な措置を講じ

たうえでの引渡し、個人番号カードを紛

失したときの届出の受付並びに個人番号

カードの有効期間が満了した場合その他

政令で定めるところにより個人番号カー

２ 指定する郵便局で取り扱う事務 

（１）・（２） （略） 
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ドを返納するときの受付に関する事務 

（４） 個人番号カードの交付に当たり、

市長が電子情報処理組織（中津川市の使

用に係る電子計算機と当該郵便局の使用

に係る電子計算機とを電気通信回線で接

続した電子情報処理組織をいう。）を用い

て映像と音声の送受信により相手の状態

を相互に認識しながら通話することがで

きる方法によって本人確認の措置を行う

場合における当該本人確認の措置に係る

書類の受付及び個人番号カードの交付の

申請をした者が当該本人確認の措置を受

けるために必要な連絡その他の事務 
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議第９４号 

 

訴えの提起について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により、次のと

おり訴えを提起したいので、議会の議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志  

 

 

１ 相手方 

   

    

    

    

    

    

    

    

    

 

２ 事件名 

  所有権移転登記手続請求事件 

 

３ 事件の内容 

  中津川市は、中津川市立阿木高等学校用地として、昭和５２年１１月２２日に甲と

土地売買契約を締結し土地を取得したが、所有権移転登記が未完了のまま、甲は平成

５年９月１６日に死亡した。 

  乙のうちの１名から土地代金・借地料・慰謝料・損害賠償金等を請求されたことか
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ら、所有権移転登記を具備するために、乙に対し土地売買契約に基づき本訴訟を提起

するものである。 

 

４ 請求の趣旨 

  被告らは、原告に対し、別表物件目録記載の土地について、昭和５２年１１月２２

日売買を原因とする甲（登記簿上の住所は            ）から原告への

所有権移転登記手続をせよ。 

 

５ 事件に関する取扱い及び方針 

 （１） 弁護士を訴訟代理人と定める。 

 （２） 判決の結果により必要がある場合は、上訴する。 

 

別表 

種類 所在 地目 地積 登記名義人 

土地 中津川市阿木字本庄１３７番 畑 １５５㎡ 甲 
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議第９５号 

 

市道路線の認定について 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、次の道路を市道路線

に認定したいので、議会の議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 

 

 

路線番号 路線名 
起     点 

終     点 

１５４２ 中津５４２号線 

中津川市駒場字角田９１７番３地先 

中津川市駒場字安森１１６１番６０地先 

２２２２ 苗木２２２号線 

中津川市苗木字並松４６３９番７地先 

中津川市苗木字並松４６０１番９地先 

２２２３ 苗木２２３号線 

中津川市苗木字並松４６１８番５０地先 

中津川市苗木字並松４６７１番６地先 
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路線番号 路線名 道路延長（ｍ） 道路幅員（ｍ） 凡例 

１５４２ 中津５４２号線 202.75 12.00～15.00 市道認定箇所 

 

 位 置 図 ① 

鈴木工業（株） 

起点：中津川市駒場字角田９１７番３地先 

終点：中津川市駒場字安森１１６１番６０地先 
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路線番号 路線名 道路延長（ｍ） 道路幅員（ｍ） 凡例 

２２２２ 苗木２２２号線 260.10 3.00～5.50 市道認定箇所 

２２２３ 苗木２２３号線 158.00 6.00 市道認定箇所 

    国道付替箇所  

県道付替箇所  

 

 位 置 図 ② 

のぞみ保育園

並松交差点 

終点：中津川市苗木字並松４６７１番６地先 

起点：中津川市苗木字並松４６１８番５０地先 

起点：中津川市苗木字並松４６３９番７地先 

終点：中津川市苗木字並松４６０１番９地先 
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議第９６号 

 

市道路線の変更について 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定により、次の市道路線を

変更したいので、議会の議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 

 

 

路線番号 路線名 
前後 

の別 

起     点 

終     点 

０２１３ 並松～狩宿線 

前 
中津川市苗木字並松４８２７番４９６地先 

中津川市苗木字狩宿６０８５番地先 

後 
中津川市苗木字柿野４８番４６３地先 

中津川市苗木字狩宿６０８５番地先 
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 広 域 位 置 図 

市道変更箇所 

変更前起点：中津川市苗木字並松４８２７番４９６地先 

国道２５７号線 

変更後起点：中津川市苗木字柿野４８番４６３地先 

終点：中津川市苗木字狩宿６０８５番地先 
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ょう 
 
 

変更前起点：中津川市苗木字並松４８２７番４９６地先 

 

路線番号 路線名 道路延長（ｍ） 道路幅員（ｍ） 凡  例 

０２１３ 並松～狩宿線 

変更前 2,223.80 3.00～18.55  

変更後 2,262.50 3.00～22.00  

 

変更後起点：中津川市苗木字柿野４８番４６３地先 

  詳 細 位 置 図 
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議第９７号 

 

   指定管理者の指定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次のとお

り指定管理者を指定したいので、議会の議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志  

 

 

管理を行わせる施設の 

名称及び位置 

中津川市落合石畳マレットゴルフ場 

中津川市落合１４４７番地の１２４ 

指定管理者 
中津川市落合１４４７番地の１２４ 

落合石畳マレットゴルフ場管理運営委員会 

指定期間 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで 
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議第９８号 

 

指定管理者の指定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次のと

おり指定管理者を指定したいので、議会の議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 

 

 

管理を行わせる施設の 

名称及び位置 

中津川市苗木公民館 

中津川市苗木７５１６番地の１ 

指定管理者 
中津川市苗木７５１６番地の１ 

苗木地域まちづくり推進協議会 

指定期間 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで 

 

-46-



議第９９号 

 

指定管理者の指定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次のと

おり指定管理者を指定したいので、議会の議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 

 

 

管理を行わせる施設の 

名称及び位置 

中津川市付知公民館 

中津川市付知町４９５６番地４３ 

指定管理者 
中津川市付知町４９５６番地４３ 

付知町まちづくり協議会 

指定期間 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで 
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議第１００号 

 

指定管理者の指定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次のと

おり指定管理者を指定したいので、議会の議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 

 

 

管理を行わせる施設の 

名称及び位置 

中津川市アートピア付知交芸プラザ 

中津川市付知町４９５６番地５２ 

指定管理者 
中津川市付知町４９５６番地４３ 

付知町まちづくり協議会 

指定期間 令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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議第１０１号 

 

   指定管理者の指定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次のとお

り指定管理者を指定したいので、議会の議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志  

 

 

管理を行わせる施設の 

名称及び位置 

中津川市加子母温泉スタンド 

中津川市加子母７６７番地 

指定管理者 
中津川市加子母３９７番地 

夢を拓く会 

指定期間 令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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議第１０２号 

 

   指定管理者の指定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次のとお

り指定管理者を指定したいので、議会の議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志  

 

 

管理を行わせる施設の 

名称及び位置 

椛の湖ふれあい村 

中津川市上野（椛の湖周辺、松山地区３２ヘクタール） 

椛の湖自然公園 

中津川市坂下２１３８番地１１ 

指定管理者 
中津川市上野５８９番地１７ 

一般財団法人 椛の湖ふれあい村 

指定期間 令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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議第１０３号 

 

   指定管理者の指定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次のとお

り指定管理者を指定したいので、議会の議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志  

 

 

管理を行わせる施設の 

名称及び位置 

福岡ローマン渓谷オートキャンプ場 

中津川市福岡１０１７番地１ 

指定管理者 
中津川市福岡１０１７番地１ 

福岡ローマン渓谷オートキャンプ場組合 

指定期間 令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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議第１０４号 

 

   指定管理者の指定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次のとお

り指定管理者を指定したいので、議会の議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志  

 

 

管理を行わせる施設の 

名称及び位置 

中津川市有機センターひるかわ 

中津川市蛭川１８３５番地２ 

指定管理者 
中津川市蛭川１８３５番地２ 

農事組合法人 蛭川村有機堆肥生産組合 

指定期間 令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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議第１０５号 

 

   指定管理者の指定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次のとお

り指定管理者を指定したいので、議会の議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志  

 

 

管理を行わせる施設の 

名称及び位置 

中津川市中の島公園ふれあい施設 

中津川市阿木字木實地内 

指定管理者 
中津川市阿木２８９７番地の１ 

株式会社 阿木レイクサイド 

指定期間 令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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議第１０６号 

 

指定管理者の指定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次のとお

り指定管理者を指定したいので、議会の議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志  

 

 

管理を行わせる施設の 

名称及び位置 

中津川市地域活性化センター 

中津川市神坂３４７番地の６ 

指定管理者 
中津川市神坂２９４番地の２ 

神坂まちづくり協議会 

指定期間 令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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議第１０７号 

 

中津川市過疎地域持続的発展計画の変更について 

中津川市過疎地域持続的発展計画を別添のとおり変更したいので、過疎地域の持続的発

展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９号）第８条第１０項において準用する

同条第１項の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

中津川市長 小 栗 仁 志 
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